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経済社会データおよび環境データを用いた
空間評価指標の大規模計算:
地域メッシュ統計の利活用
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Large-Scale Computation of Geographical Evaluation
Indicators using Socio-Economic-Environmental Databases:

A Use Case of Grid Square Statistics
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Abstract– The risk is evaluated as multiplication among socioeconomic value exposed to risk events,
a frequency of risk events and vulnerability (socioeconomic-technological responses), which depends
on time and place. We calculate 1-km grid square statistics of physical exposures in about 380,000
grids over Japan for four cases: population in 2010, firms and workers in 2012, and travelers in 2013.
The exposed values and the frequencies of risky events are estimated from government statistics data
and NOAA Tsunami catalog data by using a statistical inference method. We assumed a generalized
Pareto distribution to infer the frequency of tsunami run-up events and estimated its parameters in
each 1-km grid square from run-up events close to the grid square. Assuming that the vulnerability is
set as 1 (no responses to tsunami run-up events), we estimated physical exposures defined as multi-
plication between an exposed value and a frequency in each 1-km grid square. We further applied our
proposed method to evaluating tsunami risks of 3,916 airports used in international air transportation
in 2014.

Keywords– grid square statistics data, a generalized Pareto distribution, Japanese population census,
Japanese economic census, Japanese travel survey, tsunami run-up events, physical exposure

1. はじめに

都市の自然災害に対する複合的なリスクがどのように
なっているかについて近年注目が集まっている [1, 2]. 特
に我が国では, 2011年の東日本大震災で沿岸部において
津波の甚大な被害が発生したことを受け,過去に発生し
た国内の津波被害の規模に関する調査や各地方自治体に
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おける津波ハザードマップの整備が急速に進められてき
た. 更に, 被害規模などについても古文書や遺構の調査
を通じて津波災害について多くの知見が集められている
だけでなく,近年観測網が世界的に整備され詳細な津波
の波高に関するデータが集められるようになっている.
アメリカ海洋大気庁 (National Oceanic and Atmo-

spheric Administration; NOAA)は Tsunami Data and In-
formation [3]から紀元前 2100年から現在に至るまでの津
波被害に関するカタログデータを構築し,公開している.
津波は大きく 3種類の原因から発生している [4]. 1つ

目は海底での地震, 2つ目は火山噴火や地震に伴う大規
模な地滑りや山体崩壊, 3つ目は隕石の衝突に伴うもの
で地球外の要因によるものである. 特に, 巨大津波の主
流な原因は 1つ目の海底での地震であり,プレート境界
近辺で発生するプレート型の地震により,大きな被害を
発生させる津波が起こる. しかしながら, 実際に被害に
至る規模の津波発生確率は極めて小さく実際に歴史に残
る津波被害の記録は少数である. そのため, 歴史に残る
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津波被害から我々の社会システムの構造を決定するには
データが少ないために現実的ではないという問題が存在
する. 　
近年のコンピュータシミュレーション技術の進歩によ

り,津波を物理モデルから数値シミュレーションにより
計算することができるようになっている [5]. この技術を
用いることにより,過去の歴史に残る津波を想定震源上
の地震より発生させ,被害の規模を見積もる方法が開発
されている. その結果, 様々な規模の津波をコンピュー
タ上でシミュレーションし,巨大地震の被害想定や避難
計画に利用できるようになってきた [6]. 市町村など地
方自治体は各自の津波被害想定マップを作成して防災計
画に利用するようになっている.
しかしながら,どのような場所で津波を発生させる地

震がどのような規模で起こるかについては確率的な要素
が強いため,震源と地震の規模をどのように設定すれば
適切であるかについては議論の余地が依然残っている.
一方, 津波災害のみだけでなく, 一般に自然災害にお

いては自然災害が発生する規模と頻度のみが重要ではな
く,経済社会システムがどのように自然災害の被害を受
けるかが重要である. そのため, リスクの推計には自然
災害の発生頻度（ハザード）と社会経済システムに蓄積
されている社会経済的価値（暴露値）および対策の程度
（脆弱性）の積により見積もる方法が一般的である [7].
当然,自然災害の発生頻度と,蓄積されている経済社会的
価値, および対策の程度は場所に依存しているため, 場
所ごとに自然災害のリスクは異なっている.
本研究では,過去に観測された被害に至らない規模で

の津波波高に対して,適切な確率密度関数を仮定するこ
とにより,パラメトリックな方法によりハザードを推計
する方法を地域メッシュ上で適用し,津波ハザードの地
域メッシュ統計データを作成した. そして, この津波ハ
ザードの地域メッシュ統計データに,経済社会システムに
蓄積されている経済社会的価値として４種類の地域メッ
シュ統計を掛け合わせることにより,物理的エクスポー
ジャーの地域メッシュ統計を作成し,日本国内の経済社
会的活動に対する津波災害の物理的エクスポージャーを
推計した結果について報告する.

2. リスクとは

危険にさらされる社会経済的価値（暴露値）Pop, 災
害が発生する頻度（ハザード）Haz, 災害に対する対応
状況（脆弱性）Vul (0 ≤Vul ≤ 1)とすると,リスク Rは

R = Pop×Haz×Vul, (1)

として見積もることができる. この時,リスク Rの単位
は [経済的価値の次元]/[時間]となる. 例えば, Popを人

口, Hazの単位を [1/年]とするとリスク Rの単位は [人/
年]となる. 特に, 最悪状況 (Vul = 1)におけるリスク R
のことを物理的エクスポージャーと呼び,以下で定義さ
れる [7]:

PhExp = Pop×Haz. (2)

このリスクは空間により異なるため,場所の関数とし
てリスクを拡張してみる. 位置 cにおける危険に晒され
る経済的価値 (暴露値)Pop(c),災害が発生する頻度（ハ
ザード)Haz(c),災害に対する対応状況 (脆弱性)Vul(c)と
すると,位置 cにおけるリスク R(c)は

R(c) = Pop(c)×Haz(c)×Vul(c), (3)

と書くことができる. 同様に位置 cにおける未対応状況
(Vul = 1)におけるリスク（物理的エクスポージャーと
呼ぶ）は

PhExp(c) = Pop(c)×Haz(c), (4)

と定義される.

3. 地域メッシュ統計（JIS X0410)

上述の位置 cの表現方法として,緯度と経度を用いた
方法が一般的である. 緯度と経度は, 地球上の空間を一
意に表現する方法として大変便利であり,多用されてい
る. しかしながら, 位置情報を用いて社会経済システム
を表現することは, 正確性が高まる半面, 一般にプライ
バシーの問題が顕在化する. そのため, 社会経済システ
ムに関するデータを位置情報を用いて表現するよりはむ
しろ, 空間上で定義される格子上で集計して, 統計処理
を行う秘匿化操作が一般的である.
このような方法を地域メッシュ統計と呼び,我が国で

は 1976年に JIS X0410という形で, 日本を正方格子に
より分割する方法が日本工業規格として標準化され,現
在広く利用されるに至っている [8]. この JIS X0410で
は,緯度と経度から計算される数列により格子を一意に
表現する方法を与えている. 1辺約 1 kmの格子を基準
メッシュ（3次メッシュ）と呼び, 8桁の数列を用いてこ
れを表現する. この 3次メッシュコードの上位 6桁によ
り定義されるコードを 2次メッシュコードと呼び,緯度
方向と経度方向に,それぞれ 10区画の 100個の 3次メッ
シュから構成される, 1辺約 10 kmの正方格子を表現す
る. 更に, 上位 4桁により定義されるコードを 1次メッ
シュコードと呼び,緯度方向と経度方向に,それぞれ 8区
画の 64個の 2次メッシュから構成される, 1辺約 80 km
の正方格子に対応する.
位置情報（緯度,経度) = (latitude, longitude)が与えら
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れている時の 3次メッシュコード 8桁の計算方法は,

grid square code = puqvrw, (5)

と定義される. ここで,整数値 p,u,q,v,r,wは以下で与え
られる.

p = ⌊latitude×60÷40⌋ (p is two digits.)
a = (latitude×60÷40− p)×40
q = ⌊a÷5⌋ (q is one digit.)
b = (a÷5−q)×5
r = ⌊b×60÷30⌋ (r is one digit.)
c = (b×60÷30− r)×30
u = ⌊longitude−100⌋ (u is two digits.)
f = longitude−100−u
v = ⌊ f ×60÷7.5⌋ (v is one digit.)
g = ( f ×60÷7.5− v)×7.5
w = ⌊g×60÷45⌋ (w is one digit.)
h = (g×60÷45−w)×45

.

逆に, 8桁の 3次メッシュコードが与えられている場合,
この 3次メッシュの南西角の位置情報（緯度,経度)=(lat-
itude, longitude)は,{

latitude = p×40 ÷60+q×5÷60+ r×30÷3600
longitude = 100+u+ v×7.5÷60+w×45÷3600

,

により計算できる.

4. データ

本研究で使用したデータを Table 1にまとめる. 今回
の分析には, 社会経済的価値として, 人口, 事業所数, 労
働者数, 旅行者数の４種類を取り上げ, 自然災害として
津波に着目した.
地形統計データとして,国土地理院の国土数値データ

から計算された標高傾斜角 3次メッシュデータを用いた.
このデータには 3次メッシュ中の最大標高,最小標高,平
均標高,傾斜角が収録された 3次メッシュ統計データで
ある. このデータは, 国土交通省国土政策局国土情報課
ホームページより,オープンデータとして提供されてい
る [9].

2010年国勢調査 3次メッシュデータには,各メッシュ
中の人口,男性・女性別の人口および,世帯数が収録され
ている. 2012年経済センサス事業所数 3次メッシュデー
タには,各メッシュ中の事業所数が収録されており,経済
センサス労働者数 3次メッシュデータには,経済センサ
ス活動調査で得られた従業員数の各メッシュ中の合計が
収録されている. これら 3次メッシュデータは,総務省統
計局が提供するポータルサイト e-Statからオープンデー
タとして提供されている [10].
宿泊旅行統計調査 3次メッシュデータは,宿泊旅行統

計調査 (国土交通省観光庁 [11]) [12]の個票情報を統計法
(総務省)33条の規程に基づき取得し,著者のひとり（佐
藤）が独自に作成したものを利用した [13]. この 3次メッ
シュ統計データ中には, 1 km平方中の実宿泊者数,延べ
宿泊者数, 実外国人宿泊者数, 延べ外国人宿泊者数およ
び居住地別宿泊者数（国内は都道府県,海外は国籍）が
含まれる [14].
これらのデータを危険に晒される社会経済的価値とし

て使用し,物理的エクスポージャーの算出に用いた.
過去の津波上陸からハザードの推定を行うために,

NOAA Tsunami Data and Informationからダウンロード
した,過去 1000年間分の津波上陸カタログデータ [3]を
用いた.
予備的知見を得る目的で,津波上陸のデータを時間と

空間でプロットし,津波上陸時点での波高データのデー
タバリデーションを行った. その結果, NOAA Tsunami
Data and Informationのカタログデータに誤りであると
考えられるデータレコードを発見した.
具体的には 1897年 8月 5日 0時 10分 HYOGO HI-

ROTA (34.75, 135.35)波高 3.60mと 1933年 3月 2日 17
時 31分 HYOGO HIROTA (34.75, 135.35)波高 19.5mの
2レコードである. これらのレコードは, 三陸地震に伴
う三陸沖での津波の記録と思われるため,兵庫県広田村
でこのような津波が観測されたとは考え難い. 状況証拠
から考えると,これらのレコードは正確には岩手県陸前
高田市広田町で観測された津波であると考えられる. こ
れら 2レコードについて,著者のひとり (佐藤)がNOAA
の担当者に確認を行ったところ,地名認識を誤ってカタ
ログデータ中に記録され, NOAAホームページより公開
されていたことが判明した. これら 2レコードは, 2015
年 11月 5日に修正され, 2016年の本原稿執筆時点での
NOAA津波カタログデータ [3]では,位置情報が訂正さ
れて公開されている.

5. 一般化パレート分布によるハザードの推定

メッシュcにおける津波の上陸により, 災害が発生す
るハザードHaz(c)を求める必要があるが,津波の上陸事
象は稀頻度事象であるため,そのままでは上陸事象の標
本が極めて少ないため,相対頻度により確率を見積もる
と, ハザード Haz(c) 過小評価してしまうという問題が
ある. そこで,統計的な推定方法を用いて,ハザードは推
計される必要がある [15].
ここでは, 一般化パレート分布を仮定し, 被害に至ら

ないような規模の小さな波高の津波上陸事象のデータを
用いて,被害に至る規模の波高の津波上陸確率の推計を
行う. 観測期間 T において, メッシュcの周辺 Dth [km]
近傍に存在する津波上陸カタログデータから, M(c)個の
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Table 1: 分析に使用したデータ

データ名 データ種類　 データソース 収集年
国土数値データ（標高傾斜角） 3次メッシュデータ

　
国土交通省国土地理院 2010

国勢調査 3次メッシュデータ
　

総務省統計局　 2010

経済センサス事業所数 3次メッシュデータ
　

総務省統計局 2012

経済センサス労働者数 3次メッシュデータ
　

総務省統計局 2012

宿泊旅行統計 3次メッシュデータ
　

国土交通省観光庁 2013 年 1 月から
2014年 6月

津波上陸カタログデータ ポイントデータ NOAA Tsunami Information Center 過去 1000年分

津波イベントを抜き出す. このカタログデータのうち,
m(c)(M(c)≥ m(c))個のデータに波高の記録が存在して
おり,この波高を x1, . . . ,xm(c) とする.
このとき,波高 x以上の津波が観測される確率を一般

化パレート分布 (generalized Pareto Distribution) [16]

Pr(X ≥ x;ξ ,µ,β ) =
(

1+
ξ (x−µ)

β

)− 1
ξ
, (6)

を用いてモデル化する. ここで, ξ を形状パラメータ, β
をスケールパラメータ, µ を位置パラメータと呼ぶ. 一
般化パレート分布は片側分布であり, ξ → 0において指
数分布

Pr(X ≥ x; µ,β ) = exp
(
−x−µ

β

)
, (7)

と一致する.
そして,位置 cにおける津波被害の発生頻度を

Haz(c) =
M(c)

T
Pr(X ≥ H(c); ξ̂ , µ̂ , β̂ ), (8)

により近似する. ここで,一般化パレート分布のパラメー
タの推定値 (ξ̂ , µ̂ , β̂ )は,対数尤度を

l(ξ ,µ ,β ) =−m(c) logβ − (
1
ξ
+1)

m(c)

∑
j=1

log
(

1+
ξ (x j −µ)

β

)
,

とする最尤法または確率重みモーメント法 (PWM)によ
り推定される [16]. また, H(c)はメッシュcにおける最
低標高, 平均標高, 最高標高のいずれかである. これら
の標高値は,国土交通省国土政策局国土情報課提供国土
数値情報標高・傾斜角細分 3次メッシュデータから得
られる. 更に, メッシュcの近傍 Dth [km]における波高
x1, . . . ,xm(c) は, NOAA Tsunami Information センターが
公開している過去 1000年間分の津波カタログデータか
ら抽出した (T = 1000 [year]).
以下に計算アルゴリズムを示す.

(1) 津波カタログデータからメッシュc の近傍 Dth

[km]の津波上陸データM(c)個を抽出し,このうち
波高データが存在しているものの波高 x1, . . . ,xm(c)

と定義する.

(2) 最尤法と確率重みモーメント法を併用して, メ
ッシュc での一般化パレート分布のパラメータを
x1, . . . ,xm(c) から推定する. 一般にデータ数が少な
い場合,最尤法によるパラメータ推定がうまく働か
ないことがある. そのような場合, 確率重みモーメ
ント法によるパラメータ推定が有効である. 1

(3)メッシュcにおける最低,平均,最高標高のいず
れかを, (8)式の H(c)とし,ハザード Haz(c)を計算
する. 更に,危険にさらされる経済的価値 Pop(c)と
Haz(c)との積をとることにより,メッシュcにおけ
る物理的エクスポージャー PhExp(c)を計算する.

(4) (1)-(3)の操作を全てのメッシュcについて行う.

上述の推定では異なるメッシュc1と c2における計算
に相互依存性は存在していない. そのため, Fig. 1に示す
ように,計算対象とする N個のメッシュを K個の計算コ
アにほぼ均等になるように割付け,並列的に計算するこ
とにより計算の高速化をはかる.
初期化に関係するデータの読み込みなどを除くと,計

算プログラムの並列化率はほぼ 100%であるため, 計算
のスケーラビリティーも確保できる. 本研究では HPCI
システム利用研究課題 (統計数理研究所提供)の並列計
算資源を用いて, 3次メッシュ上でのハザードの推計を,
2010年国土数値データ (国土交通省国土地理院)の標高
傾斜角 3 次メッシュデータに収録されている, 388,254
メッシュに対して行った (このうち, 実際にパラメータ

1. R 言語の evirパッケージに一般化パレート分布のパラメータ推定
関数が含まれている.
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Fig. 1: 並列計算の方法

Fig. 2: 一般化パレート分布を用いて推定された, 津波
ハザードの空間分布. 色の濃さがハザードの大きさに対
応している.

推定の計算を行ったのは,最低標高 100m以下の 134,065
メッシュである).

Fig. 2は, 過去 1000年間分の津波波高データから計
算された津波上陸イベントの頻度である. 太平洋沿岸で
津波上陸イベントの頻度が高いことが確認される. 特に,
東北地方における津波のハザードは,中部地方や西日本
の太平洋沿岸のそれより大きい傾向にある.

6. 物理的エクスポージャーの推計

(4)式で定義した物理的エクスポージャーPhExp(c)の
定義に基づき,津波に対する物理的エクスポージャーを
前節で示した津波ハザードHaz(c)と,各種政府統計から
計算される地域メッシュ統計データを危険にさらされる
社会経済的価値 Pop(c)として,メッシュcごとに掛け合
わせることにより,各社会経済ディメンジョンに対する
物理的エクスポージャーのメッシュ統計を計算する.

ここでは, 4節で述べた以下 4種類の地域メッシュ統
計を Pop(c) とし, それぞれの物理的エクスポージャー
PhExp(c)の推計をおこなった.

• 2010年国勢調査 3次メッシュデータ (総務省統計局)

• 2012年経済センサス事業所数３次メッシュデータ
　 (総務省統計局)

• 2012年経済センサス労働者数３次メッシュデータ
　 (総務省統計局)

• 2013年宿泊旅行統計調査３次メッシュデータ (国土
交通省観光庁)

Fig. 3から Fig. 6に, H(c)として国土数値情報標高
傾斜角メッシュ統計の平均標高を用いた場合の,津波ハ
ザードHaz(c)と社会経済的価値 Pop(c)のバブルプロッ
トを示す. ここで, バブルの大きさは物理的エクスポー
ジャーである.

Fig. 3は, 2010年国勢調査人口を危険にさらされる経
済社会的価値として得た,物理的エクスポージャーに対
するバブルプロットである. 各メッシュにおける津波ハ
ザードと人口の関係に対して,物理的エクスポージャー
をバブルの大きさとして示している. この図から,ハザー
ドが大きな場所の人口は総じて少なく,基本メッシュ中
に 5,000人程度までであることが読み取られる. 一方,ハ
ザードが 0.02以下の基本メッシュの場所には極端に人
口が多いことがわかる. これは, 経験的に津波ハザード
の大きい地域は,居住目的として利用が避けられる傾向
にあることの反映であると考えられる. ハザードが比較
的大きく, 人口が多い地域では, すでに津波被害の経験
が忘却されているため,このような場所で一旦津波被害
が発生した場合,大きな経済社会的損失が発生すること
が危惧される. このような地域においては,脆弱性 (Vul)
をできる限り小さくするためのインフラ整備や構造規制
が必要である.

Fig. 4と Fig. 5は, 2012年経済センサス (総務省統計
局)から集計された, 従業員数と労働者数を危険に晒さ
れる経済社会的価値として得た物理的エクスポージャー
のバブルプロットである. Fig. 3の人口の場合よりも顕
著に, ハザードの大きい場所は, 商業目的で利用される
傾向は少ないことがわかる. しかしながら, 若干ではあ
るが, ハザードが 0.02から 0.018の地域に, 従業員数と
事業所数が多い地域が確認される. このような地域では,
居住目的同様に, 一旦津波災害が発生すると, 大きな経
済社会的損失を生ずる可能性がある.

Fig. 6は, 2013年宿泊旅行統計調査 (国土交通省観光
庁)個票データから作成した 2013年１年間の延べ宿泊
者数の 3次メッシュ統計を,危険に晒される経済的価値
としたときの物理的エクスポージャーに関するバブルプ
ロットである. ハザード 0.02以上で宿泊目的として利用
されている場所はほとんどない一方で, 0.02以下のいく
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つかの場所について,大きな物理的エクスポージャーが
確認される. このような場所では, 津波災害が発生する
可能性を念頭に入れて,脆弱性の低減対策がとられるべ
きである.

Fig. 3: 2010 年国勢調査 (総務省統計局) 人口 3 次メッ
シュ統計を,危険にさらされる経済的価値として計算し
た場合の津波ハザード (平均標高)と人口との関係. 丸の
大きさが,物理的エクスポージャーの大きさに対応して
いる.

Fig. 4: 2012年経済センサス (総務省統計局)労働者数 3
次メッシュ統計を,危険にさらされる経済的価値として
計算した場合の津波ハザード (平均標高)と労働者数と
の関係. 丸の大きさが,物理的エクスポージャーの大き
さに対応している.

7. 世界の空港に対する津波リスクの推計

地球の表面積は, 約 510,065,600平方キロメートルで
あり, そのうち, 約 147,244,000 平方キロメートル (約
28.9%) が陸地である. そのため, 本手法をそのまま世
界全体に拡張しようとすると, 約 1 億 5 千万平方キロ
メートル分のリスク評価を必要とする. これを本研究で
取り扱った 3次メッシュの解像度で実施しようとすると,
パラメータ推計を約 1 億 5 千万回行うこととなる. こ
のような計算は日本で行ったハザード推計に対して,約
379倍の規模となる. このような研究を行うためには,世
界全体にわたるデータの整備を,社会経済分野と災害分
野に対して同様に進めていく必要がある.

Fig. 5: 2012年経済センサス (総務省統計局)事業所数 3
次メッシュ統計を,危険にさらされる経済的価値として
計算した場合の津波ハザード (平均標高)と事業所数と
の関係. 丸の大きさが,物理的エクスポージャーの大き
さに対応している.

Fig. 6: 2013年宿泊旅行統計調査 (国土交通省観光庁)延
べ宿泊者数 3次メッシュ統計を,危険にさらされる経済
的価値として計算した場合の津波ハザード (平均標高)
と延べ宿泊者数の関係. 丸の大きさが,物理的エクスポー
ジャーの大きさに対応している.

このような世界規模での研究を進める前に,世界の重
要施設やインフラストラクチャーに対する個別評価につ
いて研究をすすめることは有意義である. ここでは, 特
に, 世界の空港の津波リスク推計に, 本提案方法を適用
した結果について報告する.
本分析のために, 以下 NOAAが提供する津波カタロ

グデータに加え, OAG 社が提供する世界の航空輸送ボ
リュームデータ [17], NOAAが提供する世界の 1分角標
高メッシュデータ (ETOP01) [18],世界の空港位置のオー
プンデータ (Ourairports [19]を元に著者らが独自に調査
を加え,修正追加を行っている)を用いた.

2014年 1年間に OAG社ボリュームデータで確認さ
れた,世界 3,916箇所の商用定期便で利用されている空
港箇所の標高について,津波上陸のハザードの推計を 5
節で示した方法で行った. 各空港の標高は, 世界の 1分
各標高グリッドデータ [18]を用いた. 危険に晒される社
会経済的価値は各空港の年間離発着座席総数を用いた.
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この値は, OAG社が提供する世界の航空輸送ボリューム
データ [17]から計算した.
空港の津波に対する物理的エクスポージャーの算出結

果を, Table 2に示す. 世界的に見て,沿岸部に位置する大
型空港において,航空旅客輸送の高い物理的エクスポー
ジャーが確認される. 空港によっては, 推定分布が経験
分布とあまり一致していない場合があることが, p値か
らわかる. ここで, p値は,以下 Kolmogrov-Smirnov検定
から得られる: メッシュcにおける Dth [km]近傍での波
高 (x1, . . . ,xm(c))から, k を xi の降順順位とすると, 実証
累積確率は Pm(c)(xi) =

k
m(c) となり, KS統計量を

Km(c) = sup
1≤i≤m(c)

√
m(c)

∣∣∣Pm(c)(xi)−P(xi)
∣∣∣,

と定義する. P(x)は,一般化パレート分布 (6)式に推定パ
ラメータ (ξ̂ , µ̂, β̂ ) を代入した P(x) = Pr(X ≥ x; ξ̂ , µ̂ , β̂ )
である. p値は z = Km(c) として,

p = Pr(K ≥ z) = 2
∞

∑
n=1

(−1)n−1e−2n2z2
, (9)

により計算される. p値が小さいことは, 2分布が一致し
ていないことに対応する.

8. まとめと今後の課題

本研究では,日本国内約 38万メッシュを対象とした, 3
次メッシュレベル (約 1 km四方)での,津波災害に関する
物理的エクスポージャーの算出を行った. NOAA Tsunami
Information Centerが公開する過去 1000年間の津波上陸
に関するカタログデータと,国土交通省国土政策局国土
情報課が提供する国土数値情報標高傾斜角 3次メッシュ
データを用いて,確率分布のパラメータ推計の並列計算
を行うことにより,日本国内の津波上陸頻度 (ハザード)
に対する 3次メッシュデータを算出した. そして,この津
波ハザードと, 総務省統計局国勢調査 2010年人口 3次
メッシュ統計,総務省統計局経済センサス 2012年労働者
事業所数 3次メッシュ統計, 国土交通省観光庁 2013年
Q1-Q4,2014年Q1-Q2の宿泊旅行 3次メッシュ統計を掛
け合わせることにより,日本国内の人口,観光活動,経済
活動が晒されている津波による物理的エクスポージャー
を推計した.
更に, 2014年 1年間で商業目的に利用された,世界の

3,916空港の代表的な箇所におけるハザードの推計を同
じ方法で行い,空港の年間離発着座席数を危険に晒され
る経済社会的価値とした場合の,世界の航空輸送に存在
する空港の津波被害に対する物理的エクスポージャーの
算出を行った.
今後の課題として,大きく次の 4つの方向性が挙げら

れる.

(1) 社会経済データの多様化: 社会経済データを充
当することにより, 今回取り扱った, 社会経済的価
値以外のインフラストラクチャーや,資産のリスク
評価へと拡張する.

(2) 災害リスク事象の多様化: 災害データを充当す
ることにより,津波以外の様々な災害リスク事象の
物理的エクスポージャー計算へと拡張する.

(3) 空間的拡大: 世界各国で蓄積されているグリッ
ド統計を用いることにより,世界規模での津波に対
する物理的エクスポージャーの算出へと拡張する.

(4) 社会実装: 計算されたリスクマップを現実のフ
ィールドで活用することにより,局所的な津波対策
および災害に対する避難想定などの準備を促し,脆
弱性を改善することでリスクの低減化に貢献する.
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